
　

町
で
は
、
3
年
ご
と
に
行
う
介

護
保
険
料
見
直
し
（
※
）
に
伴
い
、

65
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料
を

よ
り
安
定
的
な
介
護
保
険
制
度
を

運
営
し
、
被
保
険
者
の
負
担
能
力

に
応
じ
た
保
険
料
と
す
る
た
め
、

国
の
基
準
段
階
に
従
い
、
所
得
段

階
を
全
9
段
階
と
し
ま
し
た
。
平

成
30
年
度
か
ら
の
保
険
料
は
表
の

と
お
り
で
す
。

 
 

な
お
、
平
成
30
年
度
の
介
護
保

険
料
額
に
つ
い
て
は
、
7
月
に
送

付
さ
れ
る
介
護
保
険
料
決
定
通
知

書
な
ど
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

①
第
7
期
介
護
保
険
料
の
大
幅
な

上
昇

　

介
護
認
定
者
、
サ
ー
ビ
ス
利
用

者
数
の
増
加
、介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

基
盤
整
備
こ
れ
ら
が
要
因
と
な

り
、
介
護
保
険
料
基
準
額
（
月
額
）

は
、
第
6
期
5
，
0
0
0
円
↓
第

7
期
約
5
，
9
6
0
円
と
大
幅
な

上
昇
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

②
介
護
給
付
費
準
備
基
金
の
取
り

崩
し
に
よ
り
介
護
保
険
料
の
大

幅
な
上
昇
の
抑
制
を
図
る

　

第
6
期
ま
で
に
発
生
し
て
い
る

保
険
料
の
余
剰
金
を
活
用
す
る
こ

と
に
よ
り
介
護
保
険
料
の
大
幅
な

上
昇
を
約
2
6
0
円
程
度
抑
制
し

ま
す
。

③
低
所
得
者
の
方
々
の
保
険
料
に

公
費
を
投
入
し
て
保
険
料
の
軽

減
を
図
り
ま
す

④
八
雲
町
の
第
7
期
介
護
保
険
料

基
準
額
を
月
額
5
，
7
0
0
円

（
年
額
6
8
，
4
0
0
円
）
に
設

定
し
ま
す

※
65
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料

は
、
3
年
を
計
画
期
間
と
す
る

「
介
護
保
険
事
業
計
画
」
を
策
定
し

て
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る

要
介
護
認
定
者
数
や
、
そ
の
利
用

回
数
な
ど
か
ら
、
3
年
間
に
提
供

さ
れ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
用
の
見

込
み
な
ど
に
基
づ
き
算
出
し
ま

す
。

　

平
成
29
年
度
は
こ
の
見
直
し
の

年
に
あ
た
り
、
介
護
保
険
料
の

他
、
介
護
保
険
事
業
の
方
向
性
を

示
し
、
介
護
保
険
事
業
の
安
定
的

な
運
営
を
目
的
と
し
て
、
平
成
30

年
3
月
に
第
7
期
介
護
保
険
事

業
計
画
（
平
成
30
年
度
〜
平
成
32

年
度
）
を
策
定
し
ま
し
た
。

65

歳
以
上
の
方
（
第
1
号
被
保
険
者
）の

介
護
保
険
料
を
改
正
し
ま
す

介
護
保
険
料
見
直
し
の

ポ
イ
ン
ト

地方税法施行令の一部改正により、平成30年4月からの賦課限度額を、次のとおり引き上げます。

・医療分　　≪現行≫５４万円→≪改正後≫５８万円　４万円の引き上げ（国の基準と同額）

また、国民健康保険税の５割軽減および２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得が引き上げら

れ、軽減措置の対象が拡大されます。

【問い合わせ先】住民生活課国民健康保険係　☎0137－62－2112

軽減割合

5割

2割

所得が次の金額以下の世帯

33万円＋27.5万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）

33万円＋50万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）

《平成30年度から》

軽減割合

5割

2割

所得が次の金額以下の世帯

33万円＋27万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）

33万円＋49万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）

《平成29年度まで》

国民健康保険からのお知らせ

国民健康保険税賦課限度額等を
改正します
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